
 

令和６年３月２９日 

物 流 ・ 自 動 車 局 

車両基準・国際課 

 

能登半島地震等を踏まえた自動車の安全・環境基準の適用延期 

 

能登半島地震により車両生産に関連する企業が被災したことなどから、車両生産の遅

れが生じており、４月以降順次適用される新基準に適合させることが困難な状況となっ

ているため、特例措置として新基準の適用を延期します。 

 

１．背景 

自動車は、受注から納車まで一定期間を要することから、自動車メーカーは、生産に必

要な期間を考慮しながら、自動車を受注しています。今般、能登半島地震により自動車の

生産に関連する企業が被災したことなどから生産の遅れが生じており、４月以降順次適用

されることとなっていた新基準の適用日までに、受注済みの自動車の生産が完了しない状

況が生じていることから、特例措置として本年４月から順次適用される基準の適用日を延

期することとします。 

２．改正概要 

本年４月１日以降順次継続生産車に適用される以下等の基準について、適用日を本年 11

月 1日に延期するよう「道路運送車両の保安基準第二章及び第三章の規定の適用関係の整

理のための必要な事項を定める告示」の一部を改正します。 

延期基準及び当初の適用日（主なもの） 

延期基準（新基準の内容） 当初の適用日 

空気入りゴムタイヤ（表示義務等） 令和６年４月１日 

空気入りゴムタイヤの取付（規制対象拡大）  〃  ４月１日 

側方衝突警報装置（大型車等への装着義務化）  〃  ５月１日 

後退時車両直後確認装置（装着義務化）  〃  ５月１日 

側面衝突時の乗員保護（規制対象拡大）  〃  ７月５日 

後面衝突時の乗員保護（新規要件適用）  〃  ９月１日 

水素燃料電池自動車（識別表示義務化等）  〃  ９月１日 

実走行時での排ガス測定（排出量規制強化）  〃  10月１日 

３．スケジュール 

公布日 令和６年３月 29日 

施行日 公布の日 

 

 （お問い合わせ先） 

物流・自動車局 車両基準・国際課 山村 藤澤 

電話： 03-5253-8111（内線42532）、03-5253-8602（直通） 


